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JR佐原駅近くで千葉県香取市が建設中の複合公共施設は公民館や図書館を集約
公共施設の改廃や集約は関東・山梨の自治体も重要課題だ。少子高齢化が進み厳しい財政事情のなか、公立学校の再編のほか、老朽化で修繕費用がかさんだりニーズが下がったりした施設の見直しは避けられない。ただ、長年親しまれた施設の廃止は住民の反発を伴い、計画的な縮小は簡単ではない。

データで読む地域再生
千葉県香取市のJR佐原駅近くで、同市の複合公共施設の建設が進んでいる。地上4階建てで、図書館や多目的ホール、子育て支援施設、観光発信拠点などを兼ね備え、今冬の開館を予定する。築40年超の中央公民館と中央図書館の機能を統合しつつ、街の新たな顔として駅周辺のにぎわい創出にも生かす。

千葉県は2016年度と19年度を比べて公共施設の保有面積を減らした自治体の割合が過半数を占め、8都県で最も高い。なかでも香取市は減少率が高かった。小学校5校を1校に統合するなど、市立小中学校の再編が主因だ。


同市の人口はピーク時に9万人超だったが、足元で7万人割れが迫る。市税などの歳入も減り財政は厳しい。市では「25年後の香取市を考える」を副題とした公共施設のあり方に関する個別施設計画を20年に策定。137施設（総延べ床面積約29万平方メートル）を45年度までに76施設（約21万平方メートル）へと61施設減らす目標を掲げた。

全施設を存続させた場合に45年度までにかかる更新費用973億円を抑え込む。23年には新設する認定こども園に、5つの保育所・幼稚園を一本化する予定で、今後も計画を踏まえて見直しを進める。ただ、「廃止後も管理費はかかる。取り壊しは難しい」と市財政課の担当者は明かす。


3つの小学校を統合して2015年度に開校した群馬県嬬恋村立西部小学校
群馬県は19年度まで3年間で自治体の42.3%が公共施設の面積を減らし、なかでも県西部の嬬恋村は削減率が大きかった。やはり「小学校再編の影響が大きい」と村の総務課担当者は説明する。キャベツなど高原野菜の栽培が盛んなものの、人口は約9000人と減少傾向。4つあった小学校を15年度に半減し、廃校2つを17年度に解体した。


埼玉県横瀬町の給食調理場は近くの横瀬小学校内に移り、跡地には地元産品を使った食堂兼販売所が開業
埼玉県横瀬町は小学校2校と中学校1校、保育所向けを受け持っていた給食センターの機能を22年度から近くの小学校内に移した。老朽化や調理方法の見直し、配送効率化などが理由だ。跡地では町が立ち上げた地域商社が地域産品を発信する食堂兼販売所を営む。同町の担当者は「遊休地とせず新たな食の施設に活用したい」と話す。

茨城県神栖市は公立学校について、学校のプールでの水泳授業をやめる。22ある小中学校のプールはいずれも築約40年と古く、25年夏から3つの公営温水プールでの授業に切り替える。新設する「はさきマリンプール」は一般にも開放する。市は40年間で12億円の削減を試算。「維持管理コストを抑え、授業の質を上げられる」（市教育総務課）


東京都墨田区は保健施設などを統合した複合施設を2024年度に開設予定だ（完成イメージ）
東京都では墨田区が保有施設を減らしつつ、延命も目指す。13年度に各施設の老朽度合いや利用状況などを分析・評価。古くて利用が少ない施設や機能が重なる施設は廃止や統合を進めた。一方で築40年程度での施設更新を、計画的な修繕で60年まで延ばす方針に変更。維持管理などの経費が年平均で約14億円減額できると試算する。


存廃に揺れている相模原市営アイススケート場「銀河アリーナ」
存廃は論議も呼ぶ。相模原市は21年4月、財政難から行財政構造改革プランを示し、27の公共施設について廃止や民間移行などの検討を始めた。1991年開設の市営アイススケート場「銀河アリーナ」も含まれた。ショートトラック競技の練習設備は神奈川県ではここだけで、五輪選手らを輩出した施設だけに、一部の市民や利用団体は存続を訴える。

維持費は年1.5億円かかるが、利用者はピーク時を約5万人下回る。 存続には億単位の修理費ものしかかる。市民2500人に対する市のアンケートでは維持派が約6割、廃止派が約2割だが、維持派の7割超が修理費は「利用者やスケート場を残したい人に払ってもらう」を選んだ。市の担当者は「22年度中に方向性を示したい」とする。

（真鍋正巳）




